
別紙１

計算書類に対する注記

１．継続事業の前提に関する注記                                                                      

  該当なし

２．重要な会計方針                                                                                  

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

　該当なし

(2) 固定資産の減価償却の方法

　①建物、構築物、車輌運搬具、器具及び備品

　　平成19年3月31日以前に取得したものについては旧定額法、平成19年4月1日以降に取得したものに

　　ついては定額法によっている。

　②ソフトウエア

　　残存価格を零とする定額法によっている。

　③リース資産

　　リース期間を耐用年数とし、残存価格を零とする定額法によっている。

(3) 引当金の計上基準

　①退職給付引当金

　　職員の退職給付に備えるため、期末時における自己都合退職の場合の要支給額から

　　熊本県病院厚生年金基金からの交付額を控除した額を計上している。

　　なお、会計基準移行に伴う会計基準変更時差異 11,752,850円について平成27年度から

　　10年で毎年度均等に繰り入れている。

　②賞与引当金

　　職員に対する賞与の支給に備えるため、翌事業年度支給見込額のうち、

　　当事業年度の負担に属する額を計上している。

３．重要な会計方針の変更                                                                            

  該当なし

４．法人で採用する退職給付制度                                                                      

　当法人では、退職金の一部について熊本県病院厚生年金基金の制度を採用している。

５．法人が作成する計算書類等と拠点区分、サービス区分                                                

　当法人の作成する計算書類は以下のとおりになっている。

(1) 法人全体の計算書類「第一号第一様式（第十七条第四項関係）」

    「第二号第一様式（第二十三条第四項関係）」､「第三号第一様式（第二十七条第四項関係）」

(2) 事業区分別内訳表「第一号第二様式（第十七条第四項関係）」

    「第二号第二様式（第二十三条第四項関係）」､「第三号第二様式（第二十七条第四項関係）」

　　当法人では、社会福祉事業のみを実施しているため作成していない。

(3) 社会福祉事業における拠点区分別内訳表「第一号第三様式（第十七条第四項関係）」

    「第二号第三様式（第二十三条第四項関係）」､「第三号第三様式（第二十七条第四項関係）」

　　当法人では、シルバーピアさくら樹拠点のみを実施しているため作成していない。



(4) 各拠点区分におけるサービス区分の内容

　　①シルバーピアさくら樹拠点（社会福祉事業）

　　　ⅰ 本部

　　　ⅱ 介護老人福祉施設

　　　ⅲ 短期入所生活介護事業

　　　ⅳ 通所介護事業

　　　ⅴ 訪問介護事業

　　　ⅵ 居宅介護支援事業

６．基本財産の増減の内容及び金額                                                                    

　基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。                                                

（単位：円）

基本財産の種類 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

土地    68,147,244            0            0   68,147,244

建物   526,553,453            0   16,334,814  510,218,639

合            計   594,700,697            0   16,334,814  578,365,883

７．基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し                        

　　特別積立金の取崩し                                                                              

　国庫補助金等により取得した資産の減価償却のうち国庫補助金等に相当する額 6,349,914円を取り崩した。

８．担保に供している資産                                                                            

  該当なし

９．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高                                                

　固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。                          

（単位：円）

取得価額 減価償却 当期末残高

累計額

建物（基本財産）   698,069,000  187,850,361  510,218,639

構築物     4,125,000    4,124,998            2

車輌運搬具    18,881,137   18,432,476      448,661

器具及び備品    26,814,876   24,450,214    2,364,662

有形リース資産     9,846,360    2,953,908    6,892,452

ソフトウエア     1,640,020      917,449      722,571

合            計   759,376,393  238,729,406  520,646,987

１０．債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高                                          

該当なし

１１．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益                                      

該当なし



１２．関連当事者との取引の内容                                                                      

該当なし

１３．重要な偶発債務                                                                                

該当なし

１４．重要な後発事象                                                                                

該当なし

１５．その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び                          

　　　純資産の状態を明らかにするために必要な事項                                                    

該当なし


